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研究テーマ 
カーボンニュートラルを目標とした都市交通計画に関する研究※※  

研究の経過（4 月～9 月）： 

本研究では、カーボンニュートラルを目標とした都市交通計画の内容に関して検討することを目的

としている。具体的には、徒歩、自転車、カーボンニュートラル化した公共交通、および電気自動車、

燃料電池車、カーボンニュートラル燃料ベースの内燃機関車などの普及促進政策をレビューし、各普

及促進政策の効果を念頭に置いた上で、各交通手段の車両数、利用者数、利用距離に関する 2050 年

のシナリオを複数作成する。各シナリオの実現に対して、実施すべき政策のレベルと範囲を検討する。 

9 月 30 日には第 1 回の研究会を実施し、2 つの研究資料「自動物流道路に関する話題提供」、

「Addressing Climate Resilience and Greenhouse Gases in the Transportation Planning Process 

(NCHRP SYNTHESIS 624, 2024) (交通計画プロセスにおける気候変動へのレジリエンスと温室効果

ガスへの取り組み)」に関する議論を行った。後者は、主にアメリカのコロンビア特別区を含む 51 の

州運輸省に対して、温室効果ガス排出とレジリエンス/適応に関するプラクティスを把握するために実

施されたアンケート調査に基づいている。回答のあった 44 州（回答率 86％）の内、24 州が気候変動

に関する州法、行政命令、あるいは気候行動計画を持っていると回答し、さらに 22 州がその中に運輸

部門に関する議論が含まれていると回答している。また、24 州は気候行動計画を持っており、温室効

果ガス排出のみを含む計画であるのが 2 州、温室効果ガス排出とレジリエンス/適応の両方を含む計画

であるのが 21 州であった。23 州は運輸部門に関する議論が含まれていると回答している。さらに、

交通計画プロセスにおいて温室効果ガス排出を考慮していると 24 州が回答し、レジリエンス/適応を

考慮していると 31 州が回答している。総じて、州レベルでは交通計画プロセスにおける温室効果ガス

排出とレジリエンス/適応の考慮が進展してきていると考えられる。 

下期へ向けて（課題等）： 

下期では、引き続き気候変動を考慮した都市交通計画に関する文献調査を進めると共に、各交通手

段に分散型再生可能エネルギーを供給すべく、道路や駐車場などの供給拠点の整備、必要となる供給

機器性能や規模、利用料金の設定などに関する検討を分析的に行う。その際、電気自動車の充放電や

燃料電池車の放電が、周辺の建物のカーボンニュートラル化にもメリットとなるようなシステムデザ

インのあり方についても検討する。また、都市交通と分散型再生可能エネルギーの結びつきは、例え

ば、分散型再生可能エネルギーとして太陽光発電を想定した場合、在宅勤務や時差通勤などの都市の

ライフスタイルの変化にも影響されることから、カーボンニュートラルに資する都市のライフスタイ

ルに関する分析を実施する。 

 

 

 

 

-9-




